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行
財
政
改
革
へ
の
市
民
の
意
向

　

平
成
17
年
10
月
に
行
っ
た
市
民
意
識

調
査
で
は
、今
後
の
行
財
政
改
革
の
取

り
組
み
に
つ
い
て
、「
積
極
的
に
推
進
す

る
必
要
が
あ
る
」と「
ど
ち
か
と
い
え
ば

推
進
す
る
必
要
が
あ
る
」は
合
わ
せ
て

65
・
８
％
で「
あ
ま
り
推
進
す
る
必
要
は

項　　目 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 合　計

目標職員数 1,261 1,231 1,226 1,205 1,185 1,160 ―

削  減  数 ― ▲30 ▲5 ▲21 ▲20 ▲25 ▲101

行財政集中改革プランの目標
■平成22年4月1日の職員数1,160人以下を目指します平成22年4月1日の職員数1,160人以下を目指します
　平成17年４月1日の職員数1,261人から101人削減　平成17年４月1日の職員数1,261人から101人削減

 

■平成22年度の人件費に係る経常収支比率30％を目指します
　平成16年度決算の比率は33.7％
　※経常収支比率は、人件費など毎年決まって支出する金額を市税など毎年決 
　　まって収入となる金額で除した割合。財政構造の弾力性を判断する指標

■平成22年度の指定管理者制度導入50％を目指します
　平成18年4月1日現在の導入数は17施設

な
い
」と「
推
進
す
る
必
要
は
な
い
」の

合
計
３
・
７
％
を
大
幅
に
上
回
り
ま
し

た
。ま
た
、行
財
政
改
革
で
必
要
と
思
わ

れ
る
も
の
は
、「
市
民
へ
の
情
報
公
開
の

徹
底
」「
職
員
数
と
給
与
の
適
正
化
」「
公

共
施
設
の
運
営
の
見
直
し
」「
職
員
の
意

識
改
革
と
能
力
ア
ッ
プ
」な
ど
が
高
い

割
合
と
な
っ
て
い
ま
す
。

プ
ラ
ン
の
実
施
期
間
と
進
め
方

実
施
期
間 

▼
平
成
18
年
度
か
ら
22
年

度
ま
で
の
５
年
間
と
し
ま
す
。　

進
行
管
理 

▼
市
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ

プ
の
も
と
、市
職
員
で
組
織
す
る「
行
財

政
改
革
推
進
会
議
」と
市
民
で
構
成
す

る「
行
財
政
改
革
推
進
委
員
会
」で
審
議

し
、進
行
管
理
を
着
実
に
行
い
ま
す
。

公
表 

▼
行
財
政
集
中
改
革
プ
ラ
ン
の

内
容
や
進
行
状
況
は
、広
報
さ
や
ま
や

市
の
公
式
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
な
ど
で
公
表

し
て
い
き
ま
す
。

行財政改革で必要と思われるものベスト5

(単位:人)(単位:人)

指定管理者制度を導入したサピオ稲
荷山、第二児童館、こども動物園

　

狭
山
市
の
将
来
像「
緑
と
健
康
で
豊
か
な
文
化
都
市
」の
実
現
の
た
め
に
は
、限
ら
れ
た
財

源
を
有
効
に
活
用
し
、効
率
的
な
行
財
政
運
営
が
必
要
不
可
欠
で
す
。そ
こ
で
市
で
は
、現
在

進
め
て
い
る「
行
財
政
改
革
プ
ラ
ン
」を
集
中
・
重
点
化
し
た「
狭
山
市
行
財
政
集
中
改
革
プ
ラ

ン
」を
平
成
18
年
３
月
に
策
定
し
ま
し
た
。今
月
は
、そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
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職員数と給与の
適正化

公共施設の運営
の見直し

職員の意識改革と
能力アップ

市民への情報公
開の徹底

民間活力の導入



広報さやま 2006.6月号

3

　

事
務
事
業
全
般
に
わ
た
っ
て
総
点
検

し
、効
率
的
・
効
果
的
な
市
民
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
を
図
り
ま
す
。

◆
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
制
度
の
導
入

　

市
が
行
う
重
要
な
政
策
立
案
な
ど
の

際
に
、市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
広
く
意
見

な
ど
を
伺
う
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
制

度
を
導
入
し
ま
す
。

◆
補
助
金
の
見
直
し

　

公
益
性
の
検
討
や
効
果
な
ど
を
視
点

と
し
た
見
直
し
を
行
い
ま
す
。

◆
び
ん
・
缶
収
集
委
託
の
見
直
し

　

び
ん
・
缶
収
集
委
託
に
つ
い
て
、現
状

の
収
集
方
法
を
見
直
し
ま
す
。

◆
心
身
障
害
者
医
療
費
支
給
の
見
直
し

　

入
院
費
食
事
代
給
付
を
見
直
し
ま
す
。

　

平
成
８
年
度
か
ら
17
年
度
ま
で
の
９

年
間
で
１
２
１
名
の
職
員
の
削
減
を
図

っ
て
き
ま
し
た
。今
後
も
行
政
が
果
た

す
べ
き
役
割
や
サ
ー
ビ
ス
水
準
の
維
持

に
留
意
し
つ
つ
、積
極
的
な
民
間
活
力

の
活
用
、再
任
用
制
度
な
ど
の
運
用
を

図
り
、定
員
適
正
化
を
推
進
し
ま
す
。

　

社
会
情
勢
の
変
化
や
国
・
県
・
民
間
の

給
与
の
状
況
な
ど
を
反
映
し
た
適
正
な

制
度
の
運
用
を
図
る
た
め
、常
に
点
検

し
、見
直
し
を
行
い
ま
す
。

　

ま
た
、さ
ま
ざ
ま
な
状
況
を
踏
ま
え
、

総
人
件
費
の
抑
制
を
図
り
ま
す
。

◆
特
別
職
の
給
料
・
期
末
手
当
の
削
減

　

市
長
・
助
役
・
収
入
役
・
教
育
長
の
給

料
と
期
末
手
当
を
削
減
し
ま
す
。

◆
管
理
職
手
当
の
削
減

　

課
長
職
以
上
の
管
理
職
手
当
を
削
減

し
ま
す
。

◆ 

給
与
構
造
、特
殊
勤
務
手
当
な
ど
の

見
直
し

　

給
与
構
造
改
革
と
と
も
に
、期
末
・
勤

勉
手
当
、特
殊
勤
務
手
当
な
ど
の
見
直

し
を
行
い
ま
す
。

◆
報
酬
の
見
直
し

　

個
々
の
内
容
を
検
討
し
、審
議
会
委

員
な
ど
の
報
酬
を
削
減
し
ま
す
。

　

市
と
団
体
が
果
た
す
べ
き
役
割
や
市

の
関か
か

わ
り
方
を
検
討
し
、外
郭
団
体
の

自
立
や
あ
り
方
の
見
直
し
を
進
め
ま
す
。

◆
施
設
管
理
公
社
の
見
直
し
の
促
進

　

施
設
管
理
公
社
の
あ
り
方
に
つ
い
て

見
直
し
を
促
進
し
ま
す
。

◆ 

社
会
福
祉
協
議
会
と
福
祉
公
社
の
見  

直
し
の
促
進

　

社
会
福
祉
協
議
会
と
福
祉
公
社
の
統

合
な
ど
、見
直
し
を
促
進
し
ま
す
。

◆
未
利
用
地
の
処
分

　

用
途
を
廃
止
し
た
道
水
路
な
ど
、売

却
が
可
能
な
用
地
の
処
分
を
進
め
ま
す
。

継
続
的
な
市
民
サ
ー
ビ
ス
を

 

提
供
す
る
た
め
に

　

市
で
は
、常
に
時
代
の
変
化
に
対
応

し
た
弾
力
的
な
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

す
る
た
め
に
行
財
政
集
中
改
革
プ
ラ
ン

を
積
極
的
に
進
め
て
い
き
ま
す
。市
民

皆
さ
ん
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い

し
ま
す
。な
お
、こ
の
プ
ラ
ン
は
、「
ふ
れ

あ
い
市
民
懇
話
会
」で
説
明
す
る
ほ
か
、

公
共
施
設
や
市
の
公
式
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

で
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。

問
合
せ
行
革
推
進
課
へ
内
線
７
０
５
１

◆
市
立
幼
稚
園
の
統
廃
合

　

園
児
の
減
少
な
ど
に
伴
い
幼
稚
園
の

統
廃
合
を
行
い
ま
す
。

　

最
少
の
経
費
で
最
大
の
効
果
を
あ
げ

て
い
く
た
め
に
、積
極
的
に
民
間
活
力

の
導
入
を
進
め
ま
す
。

◆
民
間
委
託
の
推
進

　

電
算
業
務
の
一
部
や
学
校
給
食
セ
ン

タ
ー
調
理
業
務
の
民
間
委
託
化
を
進
め

ま
す
。

◆
現
行
業
務
委
託
の
見
直
し

　

業
務
委
託
に
つ
い
て
、効
率
性
や
経

費
削
減
な
ど
の
観
点
か
ら
、総
合
的
な

検
討
を
行
い
ま
す
。

◆
指
定
管
理
者
制
度
の
導
入

　

今
年
４
月
１
日
か
ら
指
定
管
理
者
制

度
を
導
入
し
た
17
施
設
に
加
え
、今
後

も
制
度
の
導
入
の
可
能
性
と
時
期
な
ど

を
検
討
し
、計
画
的
に
導
入
し
ま
す
。

◆
Ｐ
Ｆ
Ｉ
の
導
入

　

第
一
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
更
新
事
業

を
Ｐ
Ｆ
Ｉ
手
法
に
よ
り
実
施
し
ま
す
。

※ 

Ｐ
Ｆ
Ｉ
と
は
、公
共
施
設
な
ど
の
建

設
を
民
間
の
資
金
や
経
営
能
力
、技

術
的
能
力
を
活
用
し
て
行
う
手
法

　

行
財
政
集
中
改
革
プ
ラ
ン
で
は
、次
の
６
つ
を
柱
と
し
て
全
51
項
目
に

取
り
組
み
、５
年
間
で
約
86
億
９
千
万
円
の
効
果
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

１ 
事
務
・
事
業
の
再
編
・
整
理
、

 

廃
止
・
統
合（
16
項
目
）

 
目
標
額 

12
億
８
千
２
百
万
円

２ 

民
間
活
力
の
導
入(

21
項
目
）

 

目
標
額 

12
億
４
千
６
百
万
円

３ 

定
員
管
理
の
適
正
化（
１
項
目
）

 

目
標
額 

19
億
９
千
万
円

４ 

給
与
の
適
正
化（
６
項
目
）

 

目
標
額 

13
億
７
百
万
円

５ 

公
社
な
ど
外
郭
団
体
の

 

見
直
し（
５
項
目
）

６ 

財
産
収
入
の
確
保（
２
項
目
）

 

目
標
額 

28
億
６
千
５
百
万
円


